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1.今になって原⼦⼒推進？
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突如始めた原⼦⼒政策の転換

• GX(グリーントランスフォー
メーション）は、正式には
2022年2⽉1⽇に経産省産業技
術環境局が発表した「GXリー
グ基本構想」で⽰された⽇本
の政策⽤語（造語）

• ⾮公開で実施。公衆参加無し。



GX実⾏会議(22/8/24）での岸⽥⾸相の指⽰
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原発再稼働

新型炉の開発・建設

運転期間延⻑

GX法へ



「GX実現に向けた基本⽅針」(2023年2⽉）＝
「GX推進戦略」(2023年7⽉）
＜原発回帰の理由付け＞
• 気候変動問題 → カーボンニュートラル
• 需給ひっ迫 → 電⼒の安定供給
• 電⼒価格⾼騰 → 原発再稼働による電気代引き下げ？
＜原発回帰の内容＞
1. 原⼦⼒⽐率20〜22％のために原発再稼働
2. 「次世代⾰新炉」の開発・建設
3. 停⽌期間を差し引き、運転期間を延⻑
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電⼒供給⾯でみた原⼦⼒発電の現状

出所：エネルギー⽩書2021, p.134 (https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2021/pdf/)

再エネは2020年度に19.8%
原発は3.9%
原⼦⼒は主要電源でも、
ベースロード電源でもない。

原⼦⼒は⼤きく衰退
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第6次エネルギー基本計画（2021年）の⽬標



原発⽬標は達成できない
• 第6次エネルギー基本計画の2030年度⽬標【46％削減の前提】

• ⽯炭19％、LNG20%、⽯油2％、原発20〜22％、再エネ36〜38％
• 電⼒広域的運営推進機関(OCCTO)「2023年度供給計画の取りまとめ」
（2023年3⽉）
• 2022年度の電源構成（kWh)は
⽯炭31%、LNG36%、⽯油4％、原⼦⼒6％、再エネ22％

• 2032年度の電源構成（kWh)は
⽯炭31%、LNG29%、⽯油3％、原⼦⼒5％、再エネ30％

• 可能性に乏しい原⼦⼒発電に賭けるのではなく省エネ・再エネをより⼀層強
化すべきである。
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原⼦⼒産業は存続の危機に直⾯

出所：資源エネルギー庁（2022）「今後の原⼦⼒政策について」2⽉24⽇（第24回総合資源エネルギー調査会原⼦
⼒⼩委員会資料3）p.49



原⼦⼒事業では撤退が相次ぐ

11出所：資源エネルギー庁（2022）「今後の原⼦⼒政策について」2⽉24⽇（第24回総合資源エネルギー調査会原⼦
⼒⼩委員会資料3）p.52



2.- ① 気候変動問題と原発
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近年の気温上昇は⾮常に急激

出所：IPCC AR6 WGI, Summary for Policy Makers, SPM-7, p.4

過去10万年の
間に最も暖か
い期間の気温
推定

現在の気温上昇は2000
年以上無かったもの
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累積排出量と気温上昇の関係

出所：IPCC(2021), Climate Change 2021 The Physical Science Basis, Summary for Policymakers, p.SPM-37

累積排出量が僅かでも増えれば
気温が上昇する

累積排出量を僅かでも
増やしてはならない

純排出量をゼロ
（カーボンニュートラル）
にしなければならない



「再エネも必要、原⼦⼒も必要」は本当か？
• 3E＋S ・・ エネルギー基本計画の⾻組み
• Energy Security エネルギー安全保障
• Economy 経済効率性
• Environment 環境適合性
• Safety 安全性

• 「バランス良いエネルギー構成」

＝「再エネも必要、原⼦⼒も必要」ではない
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パーフェクトなエネルギーであれば
⺠間事業者に任せておけば急増するはず。
→原発はいずれも満たさないから増えない。



原⼦⼒と再エネによる2つの道

再エネによる
1.5度⽬標達成
RE100は到達可
能な⽬標に



原⼦⼒を増やすとCO2が減らない
国際科学雑誌で公表された研究によると・・

• 原⼦⼒発電と再エネのCO2排出削減への影響
• 世界123カ国、25年間のデータ分析により判明。
1）原⼦⼒発電量の多さは、CO2排出削減に影響を与えない。
2）再⽣可能エネルギー導⼊量の多さは、CO2排出削減に影響を与える。

• 原⼦⼒発電と再エネの利⽤は相互に⽭盾する
1) 原⼦⼒発電に熱⼼な国は、再エネ導⼊量が少ない。
2) 再エネに熱⼼な国は、原⼦⼒発電が少ない。

Benjamin K. Sovacool, Patrick Schmid, Andy Stirling, Goetz Walter and Gordon MacKerron (2020), “Differences 
in carbon emissions reduction between countries pursuing renewable electricity versus nuclear power” Nature 
Energy, Vol.5 928-935
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原⼦⼒とCO2排出削減
• 最も⾼コスト

• 世界のエネルギー関連のCO2排出量50％削減のために12億kW必要。そのための総コ
ストは4兆ドル（＝400兆円）の追加投資。

• 技術開発が進めば進むほどコストが上がる。（ネガティブラーニング）
→ 再エネは逆。（次世代技術になるとコストが下がる）

• 再エネと原⼦⼒は、電⼒システムの最適化のあり⽅が違い、⽭盾する。
• 再エネ＝⼩規模分散：
• 原⼦⼒＝⼤規模集中：リードタイムの⻑い発電所の建設、⼤規模集中電源をベース
ロードとして使⽤。安全規制、セキュリティ、放射性廃棄物管理・処分、災害や外
的攻撃への対処。→⾼コスト化

• 原⼦⼒には時間がかかり、気候変動対策に間に合わない。
• 原⼦⼒開発を加速化しても間に合わない。
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2.- ② 電⼒の安定供給



電⼒需給逼迫の原因は何か
• 2022年6⽉27〜28⽇の東京電⼒エリア

• 電⼒需給注意報のルール設定
→ 広域予備率5％を下回った段階で「注意報」発令

• 関東甲信越地⽅、観測史上最速の6/27に梅⾬明け。記録的猛暑。
• 6/26-7/1に、東⽇本⼤震災以降の6⽉の最⼤需要4727万kW(2018年6⽉29⽇
実績)を510万kW〜760万kW上回る需要が発⽣
• 6/30 5487万kW、7/1 5546万kW

• 原因
• 電⼒需要が通常低い時期に、従来の統計で予測できない既設外れの異常気象
が発⽣。
※ 発電所の保守をする時期。原発再稼働、停⽌とは関係なく発⽣。
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原発が⽌まっている
こととは関係ない



電⼒需給ひっ迫問題への対応
• 厳気象（10年に1回）のときの需要と供給の間の差の問題
• 需要対策（電⼒消費を抑制すること）が最も安価で効果的。
• 事前に計画し対応可能。
• 11⽉時点で既に対応済み。

• 需給ひっ迫対応と原発
• 10年に1回、数時間数⼗時間のために原発を動かしたら解決するか？
→ 原発を動かしても他電源が停⽌するので事態は変わらない。

• 現実には、この夏、記録的猛暑であったが、電⼒需給逼迫は起
きなかった。
• 事前に計画済みであった。
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2.-③ 電気料⾦と原発



最近の電気料⾦⾼騰の理由
1. ウクライナ侵攻前

• 電⼒市場の設計問題
※ ⼤⼿電⼒会社（旧⼀般電気事業者）が電源を8割以上を所有（寡占）
→ ⼤⼿電⼒会社内の取引を優先し、余分な電⼒を発電しない。
→ 電⼒市場に電気が回らない。→ 電⼒市場での価格⾼騰 →電気料⾦上昇
解決策：全発電量を市場に供出する。⼤⼿電⼒の⼩売も平等に競争する。

2. ウクライナ侵攻後
• 電⼒市場の設計問題 + 資源の国際価格⾼騰
LNG価格、⽯炭価格の⾼騰
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原発が⽌まっている
こととは関係ない



原発による電気料⾦への影響（原発事故後）

• 原⼦⼒発電費：約17兆円（2011〜20年度）
※22年度までであれば約20兆円

• 国費投⼊分：約4.3兆円
※22年度までであれば約5.3兆円

• 事故対策費⽤
※廃炉費⽤8兆円とされる。しかし放射性廃棄物の費⽤を含まず、今後も増加する。
※福島原発事故後、原発にかかっている（ないし判明している）コストは約33兆円。

• 約33兆円÷約1.2億⼈＝約27万円 平均世帯(2020年、約2.4⼈）でみると世帯当たり約
65万円の負担。
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原⼦⼒発電費（電⼒会社） ＋ 国費投⼊ ＋ 事故対策費⽤

原⼦⼒は
電気料⾦の底上げに
貢献してきた
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電⼒各社の原発関連費⽤(2011〜20年度）

合計：約17兆円 ＋ 4.3兆円
その間の発電電⼒量は3267億kWh 約52円/kWh

出所：各社の有価証券報告書より作成。



原発再稼働と電気料⾦

原発ゼロと原発再稼働、どちらの電気料⾦が安いかは、
燃料価格の状況や電⼒会社によって異なってくる。

原発再稼働原発ゼロ 原発再稼働準備
《今の状態》

⽕⼒
燃料費

原発
維持費

原発
維持費

原発
燃料費

⽕⼒
燃料費

この分
安くなる

⽕⼒
燃料費

この分
安くなる

購⼊

購⼊

購⼊



27

東京電⼒の値上げ申請時〜柏崎刈⽻原発再稼働を
⾒込む
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東京電⼒の値上げ申請時資料より

4961億円
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東京電⼒値上げ申請時の資料



原発維持費⽤の負担（→電気料⾦の底上げ）
• 誰が原発の費⽤を払うのか
• 発電に必要な費⽤ → 電⼒消費者
• 危険で⾒込みのない原発の費⽤ → 電⼒消費者？？
【例】東京電⼒の値上げ申請資料より

原発再稼働による発電量の増加：119億kWh/年
これに対し、東電EPが⽀払う費⽤（購⼊電⼒料）：4961億円
→ 41.7円/kWh
※実際には発電されていないが、それでも原発費⽤は⽀払われる。
→ 原⼦⼒を維持することによる電気料⾦値上げ
※東京電⼒HDの需要電⼒量＝2324億kWhなので約2.1円/kWh分に相当
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原発再稼働と電気料⾦

原発ゼロと原発再稼働、どちらの電気料⾦が安いかは、
燃料価格の状況や電⼒会社によって異なってくる。

原発再稼働原発ゼロ 原発再稼働準備
《今の状態》

⽕⼒
燃料費

原発
維持費

原発
維持費

原発
燃料費

⽕⼒
燃料費

この分
安くなる

⽕⼒
燃料費

この分
安くなる

購⼊

購⼊

購⼊



今後発⽣するとみられる費⽤
• 原発事故費⽤（将来、いくらになるか不明）

• 除去⼟壌の最終処分費⽤（最終処分地が決まっていない）
• 福島原発事故に伴う被害⾃治体に対する交付⾦のための費⽤（※本来、東電が⽀払
うべき費⽤が国⺠負担になっている）

• 福島第⼀原発から発⽣する放射性廃棄物処理・処分費⽤
※ ALPS処理汚染⽔放出に伴う対策費⽤（国費＝国⺠負担） 800億円〜
※ 廃炉（廃⽌措置）費⽤ 8兆円（東電消費者）
※ 放射性廃棄物処分費⽤（処分⽅法未確定→本来であれば東電負担だが・・）

• 原⼦⼒政策の費⽤
• 原発向けの電源三法交付⾦のための費⽤
• 核燃料サイクル政策（再処理）の費⽤（将来、失敗する可能性⼤）
• GX政策による新たな原発コスト＝原⼦⼒⽀援策 → 国⺠負担（電気料⾦、託送料
⾦、税⾦のいずれか）



破綻している再処理
1. 再処理事業費は莫⼤かつ増加し続けている。 14兆7000億円（22年から2600億円増）

2. 再処理事業モデルは32000トンの使⽤済核燃料を40年で再処理するというプランを実施
できて初めて成⽴する。

3. 再処理費⽤は、不⾜する。
• 発⽣する使⽤済核燃料が32000トンを下回る。
※ 加えて、再処理⼯場がフル稼働するとは限らない（歴史的に⾒てうまくいったこと
が⼀度も無い。）

4. 再処理計画・事業は破綻している。にもかかわらず、国の事業になってしまっていて、
推進ありきになっている。

5. このことが、さらに問題を複雑化、深刻化させている。（→⾼レベル放射性廃棄物問題、
中間貯蔵施設問題等）
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福島原発事故による負の遺産 例：サイト内の放射性廃棄物

出所：⽇本原⼦⼒学会（2020）「国際標準からみた廃棄物管理─廃棄物検討分科会中間報告─」7⽉、p.19
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福島原発事故は、これまで考えられてきた量を⼤きくこ
える放射性廃棄物をうみ出した

電気事業連合会(2007)「原⼦⼒発電施設廃⽌措置費⽤の過不⾜について（補⾜資料）」
総合資源エネルギー調査会電気事業分科会第6回原⼦⼒の発電投資環境整備⼩委員会資
料3



5．時代にそぐわない岸⽥GX



GX推進法とGX脱炭素電源法
• GX推進法
• GXの基本枠組みを定め、要となる法律。（基本法的役割）

• GX脱炭素電源法＝複数の法律を束ねたもの
→ 個別に審議すべきである。それぞれに重要課題が含まれており、慎
重な審議を要する。いたずらに複雑にし、国⺠の理解が進まない。
• 電気事業法改正
• 原⼦炉等規制法改正
• 再処理等拠出⾦法改正
• 再エネ特措法改正
• 原⼦⼒基本法改正
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運転期間問題
（延⻑＋規制委員会から経産省へ移管）

温暖化対策として位置づけ。
原⼦⼒開発推進、国家による原⼦⼒産業保護を規
定。
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GX推進機構

脱炭素成⻑型経済構造移⾏推進戦略(GX戦略）

GX経済
移⾏債

GX機構債

化⽯燃料賦課⾦
(2028年〜）

排出量取引
(2033年〜）

先⾏投
資⽀援

GX基本⽅針(原発推進、⽕⼒温存)=

⽬標、基本的⽅向、施策、事業分野、⽀援措置、
GX経済移⾏債、化⽯燃料賦課⾦、特定事業者負担⾦等

【特定事業者負担⾦】

事業者⽀援

【債務保証・社債引受け・
専⾨家派遣・助⾔等】

国(経済産業省)
【出資⾦・監督・命令・債務保証】

【10年で20兆円
＋規制・制度措置】

【10年間発⾏】

※「GX基本⽅針」

【賦課⾦・特定事業者負担⾦収⼊】
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原⼦⼒復活のスケジュール

出典：「GX実現に向けた基本⽅針参考資料」2023年2⽉10, p.26

(2015年の計画）
※全ての原発を60年運転
して30基以上運転しなけ
れば達成できない。
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「次世代⾰新炉」は失敗する → 国⺠負担増

出典：「GX実現に向けた基本⽅針参考資料」2023年2⽉10, p.18

数年で「製作・
建設」は不可能

実証炉
原型炉
なので

役に⽴たない

例：イギリス・サイズ
ウェルC原発(EPR)
建設開始後9〜12年
320万kWで総額260億
ポンド（4.2兆円）

2030年までに詳細設計を終え、核融合炉の原型炉を2030年から
製作・建設することは絶対に不可能。



運転期間延⻑ → 電⼒会社救済＝国⺠負担増加
• もともと設計寿命は40年とされていた。
• 原⼦炉等規制法の法定運転期間は、安全規制の観点から決められた。

• 当時野党であった⾃⺠党、公明党も同じ⾒解。（また2023年2⽉15⽇の予算委員会でも
岸⽥⾸相が認めた。）

• そのため、原⼦炉等規制法に定められ、原⼦⼒規制委員会が所管。

→運転期間を定める主体を経済産業省（資源エネルギー庁）に。
• 運転期間の延⻑：停⽌期間を控除した期間を“運転期間”にする。
• 問題は、経産⼤⾂（経産省）が運転期間を定めるようにすること。

• 運転期間延⻑の意味
• 経済的意味はほとんどない。

柏崎刈⽻6，7号：1兆1690億円
⼥川2号：7100億円
島根2号：6800億円
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利⽤ 規制

新しい「規制の虜」



運転期間延⻑の重⼤問題
1. 規制の観点から定められた運転期間の認可を、経済産業省が

⾏うようになる。（新たな「規制の虜」）
2. バックフィット義務履⾏のための停⽌期間（第27条の29の4

の五のイ）、⾏政指導による⾃主的停⽌期間（第27条の29の
4の五のハ）、仮処分命令等の司法判断があったときの停⽌期
間（第27条の29の4の五の⼆）、その他予⾒しがたい事由
（第27条の29の4の五のホ）による停⽌期間等、幅広い停⽌
期間を運転期間から除外（＝運転期間延⻑）の対象とするこ
と。
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原⼦⼒基本法の改定＝原⼦⼒産業の永久化
• 電気事業に係る制度の抜本的な改⾰が実施された状況において

も、原⼦⼒事業者が原⼦⼒施設の安全性を確保するために必要
な投資を⾏うことその他の安定的にその事業を⾏うことができ
る事業環境を整備するための施策
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• 電⼒⾃由化を含むいかなる改⾰が⾏われても、安全対策投資、事業の安
定のための、保護策（延命策）を国が実施することを宣⾔している。

• 安全対策を含めて投資は事業者が⾃ら⾏うべきものである。
• 原⼦⼒事業者以外の事業者を著しく不利にする。
• 「事業環境整備」は、原⼦⼒保護・延命策を国が講じ、国⺠負担を増加

させる時に⽤いられる政策⽤語。



⻑期脱炭素電源オークションによる原発推進
• 新設・リプレースとわず、「⻑期脱炭素電源」として原発を指

定。
•固定費⽔準の「容量収⼊」（発電所を発電可能な状態にしてお
くこと）が20年間にわたって保証されるようになる。
•巨額の初期投資の回収を可能にする。
＝ 原発に対する巨額の補助。
上限 10万円/kW → 100万kW原発であれば、最⼤1000億円が毎年20
年間⽀払われる計算になる。
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原⼦⼒産業は時代遅れ
• 岸⽥政権の原⼦⼒回帰は、原⼦⼒産業の延命が⽬的。
•衰退産業は、国によっても維持することができない。
•だが、国には強⼤な権⼒があるので、国⺠から原⼦⼒産業延命

のための資⾦を徴収できる。
→ 電気料⾦・託送料⾦（送電線使⽤料）と税⾦

• 原⼦⼒の役割は⾮常に⼩さくなっている。にもかかわらず、エ
ネルギー政策の中で中⼼に位置づけられており、気候変動対策
の妨げになっている。
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まとめ
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2050年に向けて

出所：国⼟交通省(2021)「『国⼟の⻑期展望』中間とりまとめ 参考資料」p.2

1968年＝1億140万⼈
1969年＝1億265万⼈
1962年＝9518万⼈ 2050年＝9515万⼈



原発ゼロ社会に向けたエネルギー政策
• 福島原発事故に向き合う

• いまだに残る被害
• 福島第⼀原⼦⼒発電所の安全な管理、保全

• 原⼦⼒回帰政策の撤回
• 不可能な原⼦⼒推進計画

• 経済性破綻、原⼦⼒産業の衰退 → 脱原発政策へ転換
• 既設原発も⾼コスト化
• 原⼦⼒産業は存亡の危機 → 衰退産業は国家でも⽀えられない。

• 原発無しの現実的カーボンニュートラル
• 省エネルギーと再エネの組み合わせ
• 産業構造転換、雇⽤創出
• 持続可能なまちづくり
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原発が新設されるとどうなるか
• 2023年〜 GX関連法成⽴、原発新設を補助する制度の構築
• 2025年〜 原発新増設計画〜建設？
• 2040年〜 新規原発運転開始？
• 2100年？ 新規原発の運転終了、廃⽌？
• 2130年？ 廃⽌（廃炉）完了？〜放射性廃棄物処分へ？
※ 22世紀、23世紀の未来を縛ることになる。

このようなものは、原⼦⼒の他に存在しない。
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原発の倫理的⽋格
1. 被害が⼤きく、元に戻らない（不可逆）

2. 被害・影響が不均等に発⽣する。（同世代の不平等）

3. 世代を超えて被害が及ぶ。（世代を超えた不平等）

• ⼿間とお⾦は次世代が担う。

• 超⻑期の管理が必要。



原⼦⼒発電の「無責任の構造」
1. 野⼼的計画 過⼤な⽬標をたてる。ないしは無計画。

2. 失敗・無反省/無謬性 ⽬標を達成できない。原因究明しない。

順調であるかのようにふるまう。

3．放置・先送り 根本的解決策の実施、⽅針転換を⾏わない。

4. 免責・ツケ回し 意思決定に関与した当事者の責任が問われない。

費⽤は国⺠に負担させる。

5. 国による⼿厚い保護 原⼦⼒複合体（→特に原⼦⼒事業者）を救出、※以
上の循環で原発を無責任に推進。



原⼦⼒発電の「不可視の構造」
1. 情報の不存在、隠蔽 不都合な記録、情報を作らない。

残さない。
2. 情報の分散 ⾏政組織、認可法⼈、⾃治体、⺠間事

業者がバラバラに分掌
3. 不⼗分な情報公開、情報 情報公開の度合いがバラバラ

廃棄 保管期間を過ぎれば廃棄（公開されな
い）

※福島原発事故ですら全容が把握できていない。
※原⼦⼒発電する推進する資格すらない。



原発ゼロ社会への道2022
1．福島原発事故10年(11年）の総括
①福島原発事故の被害と課題（1，2章）
②原⼦⼒発電の諸問題（放射性廃棄物、安全
性・規制）(3，4章）
③原発ゼロ社会実現の展望（5章）

2．⾻格となる考え⽅
①「無責任の構造」（「責任主体が責任をとら
ない構造」）
②「不可視の構造」（「⾒えない化」）

→これを乗り越えるための⽅策と道筋
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まとめ
• 岸⽥⾸相・⾃公政権は、突如として原発推進(原発活⽤)に舵を
切った。

• 原発推進論には根拠がない。
• 原発を増やせば再エネが減り、CO2が増える。
• 原発と電⼒の安定供給は関係がない。
• 原発によって電気料⾦は底上げされている。今後も原発費⽤の負担は

増加する。

• GXは、国⺠負担をさらに増⼤させる。

• 原⼦⼒と「無責任」と「不可視」の構造を無くす必要がある。


